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要旨

今回、トラックによる幹線給送は、ドライパー不足に直面している.解決綴のひとつとしてダブル連結トラッ

クの噂人が考えられるが、現時点ではその導入は限定的である.本研究では、ダブル連結トラックを自動車

部品輸送における鉾線輸送に導入した場合の効率化について、インタピュー調査を通じて吟綴をおこな

った。その結果、滋依を通じた積載事の向上がダブノレ迎給トラシクのijJ人の可否を左右するニと、自動

車郎品のrJj盆のばらつきを考慮すると、他産業の貨物の混戦も考慮、すべさで多くの術主の貨物を取り扱

う物流事業省との連撲が重要であることを明らかにした.

Abstract 

Recently. line-haul transportation has faced a sho口ageof drivers. One of the possible solutions is to 

introduce high-capacity vehicles (HCV)， but lheir introduction is currently limited. In this srudyョwe

examined the issues in the consolidated transportation of automobile parts using HCV through an 

interview survey. As a result. we clarified the following lWO points. Flrst. the improvement of load factor 
through consolidation determines the inrroduction of HCV. Second. it is imponanl [0 keep a certain 
volume of cargo by consolidating cargo from other industries as well as paπs supplie内、 whichrequires 

lhe collaboration with logistics companies trading various shippers. 

1 .はじめに

本研究の目的は、自動車部品輸送の幹線輸送の

効率化における市両の大型化に必要な条件を明

らかにすることである。具体的には、ダブIL-l車結

トラックを取り上げその導入について考察する。

今回、トラyクによる幹線輸送は、ドライパー

不足に直面している。これは自動車部品輸送も同

績であり、荷主と物流事業者が輸送方法の変更や

車両の大型化などの輸送効率化に取り組んでい

る。ダブル迎結トラックの導入は.t!!両の大型化の

ひとつであり、ドライパーl人当たりの輸送量の

拡大 (10 トン京の約2倍)を通じて、ドライハ

ー不足の解消に寄与することが期待されている。

しかしながら、現時点ではその導入は限定的で

ある。特別秘合せ運送での検討では、既存の荷役

)57;去と運行ネットワークが課題として指摘され

ているが(11、さらなる実態把握が必要である{nu

以上の問題意舗にもとづき、本研究では、ダブ

ノレ連結トラックを用いた自動車部品給送におけ

る幹線輸送の効唱fむについて、インタビュー調査

を通じた考察をおこなう。はじめに、自動車部品

輸送の概要を整理する (2章)。次に、車両の大

型化の概要とダプ/レl!l!結トラックの導入、現状に

ついて確認する (3輩)。そして、自動車メーカ

ーと物流事業者を対象に実施したインタビュー

鯛査にもとづく考結をおこなう (4章) 最後に

得られた知見と今後の品題をまとめる (S章)

2.自動車部品輸送の概要

2.1 自動車部品輸送とは
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自動車部品輸送とは、自動車の生産にともなっ

て部品メーカーと自動車メーカーの問に生じる

輸送である。そのため、部品メーカーにとっては

製品の販売物慌であり、自動車メーカーにとって

は部品の調達物流となる。自動車輸送統計調査

(令和2年度分)によれば、 「輸送用機械部品j

は輸送トン数で貨物輸送全体の 3.7%、輸送トン

キロで同じく 4.8%を占める。また、第 10回全国

貨物純流動調査む日間調査、 2015年)によれば、

f自動車部品Jの代表輸送機関はほぼトラックで

あり (97.7%)、その内訳としては営業用トラッ

クの fー車貸切Jが最も多い (81.l%)。

2.2 自動車部品輸送の形態

自動車部品輸送では、これまで部品メーカー

が、自動車メーカーから受注した自動車部品を、

自動車メーカーの工場に刀T納入してきた。この

納入形態が成立し得たのは、自動車メーカーが比

較的限定された地域に密度高く部品メーカ一群

を配置し、その納入金も多かったためである(針。

その一方で、 J1T納入にともなう小ロyト化や

部品メーカーの立地分散化が進むと自動車部品

輸送の効率は低下する。根本・橋本位010)は、

小ロシト多回納入にともなう「細し、物流jを「太

い物流Jとするための集約化手法として、①ミル

クラン、②出発地混載、③中継地混l肱(クロスド

ック方式)の3種類を示しているlq，また、野尻

(2005)は、日系自動車メーカーの欧州事例の分

折を通じて、 JIT調達方法として、①シンクロ納

入方式、②ミノレタラン方式、③鯛節倉庫不1)用方式

の3種類を示している例。

自動車部品輸送の実態に関する先行研究とし

ては、タイにおける日系自動車メーカーの取り組

み(生産工程に同期化したミルクラン)を考察し

たもの(3人中国における日系自動車メーカーの取

り組み(複数の調達方法の統合)を考察したもの

があるほ;6.，，(61、アジア陪国における取り組み事例

を考策したものが複数ある(1).間.向。

また、国内の自動車部品輸送に関する先行研究

としては、中・長距離の自動車部品輸送のコスト

負担と物流システムに関する事伊蹄究{刷、九州

の自動車メーカーの工場について海上輸送の有

効性などを整理したもの川、自動車メーカーの

工場の集約・移転が海上輸送に与える影響につい

て論じたもの(山、自動車部品輸送における高速

道路利用の決定要因について論じたもの13)、東

北地方における自動車部品の現地調達の取引構

造を論じたもの(14)、自動車業界の物流について

調査、識題を指摘しているもの(15)などがあるが、

車両の大型化に関する研究は見受けられなし、。

2.3 圏内における自動車部品調達の取り組み

自動車部品の調達物流の特徴であるミルクラ

ンは、圏内でも取り組まれている。たとえば、い

すジ自動車は 1994年に部品デポを用いた共同化

を始め、翌年には部品メーカ一一デポ聞のミルク

ランを開始した(16)川}。また、日産自動車は2000

年から工場内に設置した集配セノターを起点と

したミルクランを実施している(l7L

以前は、基本的に部品メーカーに物流システム

の構築を委ねるとされていたトヨタ自動車(以

下‘ トヨタ)や本田技研工業(以下、ホンダ)も

(1旬、最近ではメーカー主導でミノレクランに取り

組んでいる。 トヨタでは、 2016年以降、九州や

東北でミノレクランに取り組んでおり、 2020年 9

月からは東海でも取り組みを始めているtlSLホ

ンダも同様である (4.1節で後述)"この変化の

要因のひとつとして、自動車メーカーの工場の集

約等を通じて、より遠距離からの自動車部品の鯛

達が増えていることが考えられる(図 1)。
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図1 自動車部品の地域外からの流動量の推

移 (東北6県・東海4県 ・九州 7県)
埠i位:輸送トン

出典:国土交通省 (2側ヱ∞5.101臥2015) r第 7回~第
10回全国貨物純流動調査jにもとづき筆者作成

q，由。。



表 1 自動車メーカーによる「持続可能な物流の実現に向けた自主行動宣言」の取組項目

CIl ダい c イ ト B 日 ホ
マ ヤ 取

分類 取組項目 す・ ∞ 〉 ヨ ン ツ マ 組
~ C r》

J、
タ 産 野 ダ タ. 菱 数

ツ
1¥ 

A@  章宇線織送部分と集荷配送部分の分離 。 。 .， 
A@  集荷先や配送先の集約 。 。ヲ
A⑦ 運転以外の作業部分の分離 。 。 2 

A⑭ 船舶や鉄道へのそーダルシフト 。。。。。。。。。。
F 共同職送 (部品調達) 。 。 。 。。
出典:rホワイト物流J推進運動ウェプサイトより筆者作成(輸送に閉する取り組みを実施している企業のみ抽出)

自動車メーカーの取り組みは、「ホワイト物流J

推進運動への賛同状況にも表れている。日本自動

車工業会の会員(社員)企業のうち 12社が「持

続可能な物流の実現に向けた自主行動宣言」を提

出している。このうち自動車部品輸送に関する項

目を抽出した表 lからは、「船舶や鉄道へのモー

ダルシフトjへの取り組みが主であり、 「共同輸

送(部品調達)Jも多いことがわかる。ただし、

ダフツレ連結 トラックの導入が関係すると考えら

れる「幹線輸送部分と集荷配送部分の分離Jへの

取り組みは2祉のみにとどまっている。

3.車両の大型化とダブル連結トラック

3.1 車両の大型化の定義と効果

車両の大型化は、生産性向上、輸送効率化の具

体的施策のひとつとして提起されてきたいめ，(20)。

車両の大型化の明確な定義はないものの、ï!i~守報

告書{201での例示からは、 「大型トラ;ンクを超え

るサイズの車両(卜レーラ、ダブル連結トラジク

など)を導入することJと理解できる。

車両の大型化の効果としては、積載量の増加に

よる運行効率化(台数削減、省人化)、運行コス

ト削減、台数削減にともなう環境改善 (NOxや

CU2排出量の削減)が挙げられるtzl」

衛予効率化の指標として生産性がある。たとえ

ば加藤・根本 (2020)は、トラック輸送の労働生

産性指標(式1)を提案し、海運を利用した複合

一貫輸送など、長距離トラック輸送で利用可能な

輸送方法の労働生産性を比較、評価しているt向。

なお、自動車部品輸送は、輸送トン数、輸送ト

ンキロともに、 11トン以上の比率が高い一方で、

(輸送貨物品(重量トン)X輸送距離卯n))

パドライバー人数×実拘束時間(人・時)) (1) 

全体

{聖書送トン数}

草書送用磯械飾品

{輸送トン数』

全体

f繍送トンキロ1

事事送用議篠宮J，g.4.2 
l繍送トンキロ} 2Oも

。、 2仇 40!1 ¥1偽 S仇 E∞百
3トン朱満 '3トン以よ6.5トン未満
.6.5トン以よ 11トン未満 ・11トン以上 16トン未満・16トン以上
図2 営業用貨物自動車 (普通自動車)にお

ける最大積載量区分別の輸送量比率

出典:国土交通省 (2021)r自動車輪1l親B十年報(令和2
年度分)jにもとづき筆者作成

16トン以上の比率は飾、(図2、 「輸送用樹戒部

品J)。このことは、自動車部品輸送が車両の大

型化に合致していること、また、さらなる大型化

が期待できることを示唆している。

3.2 ダブル連結トラックの導入と現状

車両の寸法や重量などの最高限度は、車両制限

令で定められている(一般的制限値)が、一般的

制限値を超える場合でも、特殊車両通行許可(特

車許可)を取得することで通行が可能となる。特

車許可の基準は政策的に緩和されてきており

白川、ダブル連結トラシクについても同横である。

特事許可におけるフルトレーヲの長さの基・躍

は、 2013年 11月 (19mから21mへ)と 20¥9年

i用。1mから15mへ)に相次いで緩和されてき
た。特に後者の緩和の際には、 2016年9月にダ

プ川車結トラック実験協議会が設立され、実験走
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図3 ダブル連結トラック対象路線

出典:園土交通省ウェプサイト
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行がおこなわれた。またその緩和時に、ダブ/!..連

結トラック対象路線が設定され、同年8月には大

宰府から北上まで拡充された(図3)。なお、こ

れらの緩和の経緯をふまえ、本研究では、ダプ、Jレ

連結トラックを「全長 19m超のアルトレーラ連

絡車Jと位置付けるi。

ただし、ダプ川車結トラックの導入は進んでい

ない九言うまでもなく、 トラックは数年にわた

って使用される固定資産であり、すぐに既存の車

両からの転換が図られるものではないが、たとえ

ばアルトラクタ導入の阻害要因として、 f運行経

路が限定されることJ rけん引免許保有者の確

保 ・免許取得が難しU、ことJr自社だけでの運用

が難しL、こむなどが指摘されている例。また、

すでに導入した事業者からは、 f荷主の理解・協

力J r行政の規制緩和Jr免許取得に向けての支

援J rSA' PAの駐車スペース確保J f異常気象

時の情報提供Jr高速lC乗 り直しの割引対象化J
などが運用上の課題として挙げられるt問。

さらに、今後の普及に向けた課題として、 f駐

車施設の噌股j r運行区間の鉱充Jr総重量の規
制緩和Jr大型車両の多様化Jf共同輸送の促進J
「隊列走行とのインフラの共同利用jなどの指摘

もある門家た味水ら (2021)は、特別積合ぜ運

送喰業者を実操として、ダプノレ連結トラックの導

I国土交通省では、 「全長21m超のフJレトレーラ連結車J
を指してダブJレi蔀吉トラ yタと呼んでいる。

221m 起草両は 33 台である(2020年1I~時点) ~ 
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図4 ホンダの部品調達物流システム

出典:ホンダ提供資料

入に関するインタビュー調査を通じて、既存の荷

役方法と運行ネットワークを阻害要因として指

摘している制。

4.ダブル連結トラックを用いた自動車部品輸送

の事例分析

4.1 荷主による取組事例

本節では、荷主による自動車部品輸送の効率化

の取り組みについて、ホンダに対するインタビュ

ー調査 (2021年9月実施)にもとづき整理する。

ホンダでは、ドライバー不足問題や地球温巌化

問題などを背景として、 2050年までにカーボン

ニュートラノレを目指しており、圏内調達物流では

約5∞社の部品メーカー(取引先)からホンダの

生産拠点4への物流の効率化に取り組んでいる。

物流の効率化に対するホンダの基本的な考え

方は、集約化による輸送の効率化である。従来、

ホンダでは、取引先または取引先が委託する物流

事業者が自動車部品をホンダの生産拠点まで届

ける方式(図4の「取引先物流J)がとられてお

り、現在でも過半を占めている。この f取引先物

流」の場合、取引先にとっては、ホンダに納入す

3 ダブル連結トラシクを運行する場合、~持論。に荷役が2
回増加するため、時間制約を充足できる効率的な荷役
方法(ロールボyクスパレシト等を用いた手前役など)
と荷量が十分に確保可能な面子ネットワーク {ターミ
ナノレ聞の運行など〉が藍要との知見である.
4寄居完成車工場(埼玉)、狭山完成車工場(埼玉.
2021年度をめどに寄居工場へ集約予定)‘小川エ
ノジン工場 t婿王)、パワートレインユニyト製造
部(真岡(栃木)、 2025年度末までに閉鎖予定)、
トランスミッション製造部(静岡)、鈴鹿製作所(三
重)、熊本製作所(二輪)の 7拠点。
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る部品だけを輸送する場合に積載率が低くなる

ことがあるほか、ホンダの部品納入条件を充足す

るためにホンダの生産拠点近傍の納品代行倉庫

で部品を保管するなど、非効率な在庫も生じてい

た。その一方で、ホンダとしても、実態を把握す

ることが困難であるほか、納入のトラシクが生産

拠点内を頻繁に出入りするなど、非効率な調達物

流となっていた。とれら非効率な物流にともなう

費用は部品の調達価格に含まれるため、ホンダの

サプライチェーン最適化の観点からは、その改善

が求められていた。

ホンダでは、 2011年5月に、クロスドッキン

グセンター(XD)を設置し、ホンダが取引先の

工場まで引取りに行くミルクランによる輸送の

効率化に着手した(図 4の「引取り物流J)九

この「引取り物流」は一定の効果を示したものの、

ミルクランには困難も伴ったため、ホンダは、

2018年 8月から、取引先がXDに納入し、 XDか

ら先はホンダの運営の下で輸送する取り組み(図

4の 「幹線物流J)を進めている。集約化による

輸送の効率化という考え方は変わっておらず、現

在は狭山XDー鈴鹿XD聞の輸送においてダブル

連結トラックを !日 l便運行している。このダブ

;Vl車結トラックでは、 !台あたり 10-....20の取引

先の自動車部品を混載して輸送している。

取引先とホンダの生産拠点 ・XDの問の陸軍推、

車両、積載率を表2のように整理した場合、 J:5ze:
した式lにもとづき算出した生産性は、約4倍に

向上する(式2，3、1029.H-2S3.4キ4.06)。このこ

とは、混載とダブル連結トラックの導入効果が大

きいことを示すものといえる。

以上の内容にもとづくと、ホンダにおけFる

ダブ、/レ連結トランクの導入は、積載率の向上

の帰結と理解できる。すなわち、ホンダが主

体的にXD問の幹線輸送に取り組むことで複

数の部品メーカーの自動車部品の混戦輸送が

可能となり、その結果、積載率が向上した。

5 XDはホンダの生産拠点、の近傍に立地し (5箇所)'.現
時点では部品は保管していない。根本・橋本 (20110)
の示す①ミノレクランと③中継地混戦の複合型といえる。

[改善朗 (10トンX34.1%X401an十10トンX42%

X420如1)/ (1.33人・時+6.17人・時)今253.4 (2) 

[改著後J(lOトンX58.10/0X40km+20トンX8S%

x 400km) / (1.33人・時十5.5人・時)主1029.1 (3) 

表 2 輸送効率化の効果の試算仮定

区間
取引先一 取引先一 ホンIj'狭山
ホンダ狭山 ホンダ三重 ーホンダ三重

w-l御所要時間 40岡崎O分 420kml370分 400kml330分

車両(積載量)
10トン率 10トン事 ダブIVi宴結
(10トン) {lQトン) (20トン)

積載鞘改善前) 34.1% 42% 
積載率{改善後) 58.1% 85% 
労働投入量 1.33人・時間 6.33人・時間 5.5人・時間
出典-筆者作成 (積載率はホンダ提供資料参照)

積載率が向上すると、より大型の車両の導入

が可能となり、その選択肢としてダブ、ノレ連結

トラックが採用されたのである。なお、ホン

ダは、鈴鹿 XDー熊本 XD間では大型トラシク

に代わる輸送手段として鉄道と海運を用いてい

る。狭山XD一鈴鹿XD間では鉄道や海運の利用

は困難であり、それらに代わる輸送手段としてダ

ブ/1，.連結トラックが採用されたとも理解できるe

なお、ダブ、パ漣結トラシクの運用がl日l台に

とどまる要因のひとつとして、耳Tを優先する生

産計画(毎日 ]'-'-2日分の輸送が必要)があると

の指摘もあった。このことからは、自動車メーカ

ーは、工場納入の効率化と在庫費用の最小イヒを前

提条件としたうえで、輸送の効率化を図っている

ものと理解できる。このほか、幹線輸送における

ダプノ吋墓結トラックの利用拡大にあたっては、部

品の混載のみならず、輸送用治具(台車)の標準

化も挙げられているおこちらも生産ラインとの調

整が必要になるものであり、さらなる輸送の効率

化にあたっては、生産計画における物流のさらな

る考慮、が必要になると考えられる。

4.2. 物流事業者による取組事例

本節では、物流事業者による自動車部品輸送V)

効率化の取り組みについて、株式会社目立物流お

よび株式会社パンテッタ(以下、バンテシク)に

対するインタビュー調査位021年 1月実施)と、

日本梱包運輸倉庫株式会社(以下、日梱)に対す

p
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るインタビュー調査および営業所アンケー卜調

査 (2021年3月実施)にもとづき整理する。

バンテックは、自動車メーカーの子会社として

1954年に設立されて以来、国内外において自動

車部品物流を担っている物流事業者で、 201)年

から株式会社目立物流のグノレープ会社となって

いる。パンテックが導入しているダブル連結トラ

ックは21m車であり、 2019年 8月に2セット導

入し、現在実証実験中である。パンテシクにおけ

るダブル連結トラックの導入目的は、輸送の効率

化、ドライパー不足への対応、 C02排出盆の削減

である。現在は、静岡県内の拠点ー京都府内の拠

点間の幹線輸送において昼夜 2便体制で運行し

ている。具体的には、愛知県内(日中は SA、夜

間は自社営業開でドライバーが乗り換える中継

輸送をおこなっており、 ドライパーの負担軽減

(日帰り乗務)を実現している。

日梱は、 1953年に設立されて以来、国内外に

おいて四輪-二輪の完成車や部品物流を担ってい

る物流事業者であり、上述したホンダの自動車部

品輸送も担っている。日栂が導入しているダブル

連結トラックも主に21m車であり、110セシト導

入している。日栂によるダブル連結トラック導入

のきっかけは、上述した特車許可の基準の緩和

白013年 11月)であり、輸送の効率化と C02

排出量の削減が目的であった。

日相では、図5に示す全国的な幹線輸送におい

てダプノ同車結トラックを使用しており、パンテッ

ク問機、中継輪送によるドライパーの負担軽減を

実現している。たとえば、狭山営業所一鈴鹿営

業所聞の自動車部品輸送では、従来、大型ト

ラックによる 1泊2日の運行であったものを、

ダブル連結トラジクに切り替えると同時に、

清水 PAまたは焼津営業所でドライパーが乗

り換える中継輸送に変更し、 ドライハーの日

帰り釆務を実現している。さらに、同慌のグ

プノレ連結トラックと中継輸送の組み合わせに

より、宮城県から熊本県までの往復約

工381km の運行など、 ドライパーの負担軽減

を考慮した輸送サービスを提供している。

一一一一一
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図5 日本梱包運輸倉庫におけるダブル連結

トラックの運行ネットワーク

出典:日本相包運輸倉E控除式会キ土ウェプサイト
h即s:/I帆vw.nikkon.∞J~附rvicぉ相nふhanl

表3 ダブル連結トラック導入上の課題

( 1 )施鮫(営業所、 SA. PA)に闘する課題
-自社の営業所・荷主の施設の敷地が狭い(スペー
ス制約j
. SA' PAの混雑(特に夜間:中継輸送に支障)
. SA • PA の駐車マスや舷路t.J~狭い
. SA' PAでの桑継可能性(中継輸送には、上ド線の
SA'PA聞をドライパーが移動可飽である必婆があ
るが、可能な SA'PAが限定的。通行止め等によ
るルート変更時の染織場所の決定にも影響)

(2)車両に関する繰題
-車両価格の負担(大型車2台分とほぼ同等であり、
必ずしも費用低減につながらない)
-代替車筒の確保(車検時、 ドライパー欠勤時}
-一般的制限値(総重量、ただしトラクタのエンジ
ンJ馬力向上が必須)
( 3 )運行方法に関する課題
-ドフイバーの確保、時間管理
-ドライバーの教育研修(免許取得制度の整備が必
要であη、個社では負担大)
-荷主の理解(到着時刻の設定、運賃の調整)
-荷訟の健保(トレーラ穆働率の平構イヒ)
-特草野可の申請手続きが大変
-都市高速の制限、一般道の走行図録
-冬季の路面凍結や勾配のある区間での走行

両社へのインタビュー調査にもとづき、特

に運用面からダブノレ連結トラックの帯入の課

題をまとめたものが表3である。両社とも従

来から大型車(?イング草)を利用してきて

おり、荷伎はフォータジフトを用いた機械荷

役であるため、特別積合せ運送のように荷役

方法がダブル連結トラ γクの阻害要因とはな

っていない。なお、主な課題として、施設に

関するもの (SA'PAの混雑、 SA'PAでの乗
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継可能性など)、車両に関するもの(車両価格

の負担、総重量の規制緩和など)、運行方法に

関するもの(ドライパーの時閉管理や教育研

修、特車許可の制約など)などが明らかにな

った。また、施設に関する課題に関連し、高

速道路で長距離割引料金を維持したうえで一

時退出が認められれば、営業所など高速外で

の中継輸送が増えるとの指摘もあった60

なお、日梱では、自社営業所聞の幹線輸送と

ともに、荷主工場や客先デポ聞の償持ち輸送

を対象とした一車貸切運行が主となってい

る。その対象貨物は、自動車部品(四輪・ 二

輪など)を中心に、二輪完成車、自転車、農

機、汎用製品、住宅建材などさまざまである。

また日梱では、2020年 4月から、全国的な輸

送ネットワークを活用した混載輸送サービス

(N Logi)を開始するなど、幹線輸送におい

てダブ、ル連結トラックを積極的に活用してい

る。なお、荷量が少ない場合は連結を切り離

してトラクタのみを単車として運行するな

ど、柔軟な運行をおこなっていることもイン

タビュー調査を通じて明らかとなった。

これらのことからは、物流事業者は、特定

の荷主の貨物に限定せず、さまさまな荷主の、

さまざまな区間の輸送を受注することを通じ

て、より高い積載率の混載を実現し、輸送業

務の効率化を図っているものと理解できる。

5.おわりに

5.1 得られた知見

本研究では、車両の大型化の一例としてダブノレ

連結トラックを取り上げ、自動車部品輸送におけ

る幹線輸送に導入した場合の効率化について、イ

ンタビュー調査を通じて考察をおこなった。

tiたとえば、日初では、中継輸送のための運行スケ
ジューJレや乗継場所などは発着の蛍業所聞で鯛控
している。このため、ルート上の自社営業所や
SA.PAなどにダブル連結トラックが乗り入れ可能
であるかどうかを考慮する必要があり、一時退出
による自社営業所の利用可能性の向上は、運行の
効率化にも寄与するものと考えられる。

車両の大型化は、その車両の発地から着地

までの荷量が多いことが必要条件となる。自

動車部品輸送では、荷主も物流事業者も、XD

を設置し、 「中継地混載J型で荷量の確保(太

い物流)を追求している。その結果として、

積載率を向上させるとともに、特に荷量の多

い区間においてグ、プノレ連結トラックを導入で

きていることが明らかになったc すなわち、

混載の水準が、ダブノレ連結トラックの導入の

可否を左右するといえる。

ただし、ある区間の両方向において、常に

同程度の荷量が確保できるとは限らない。た

とえば、 「第 10回全国貨物純流動調査J(3日

間調査)によれば、関東6県一東海4県間の

自動車部品流動量は、関東発東海着が 13，639

トンであるのに対し、東海発関東着が 20，979

トンと約1.5倍の差がある。自動車メーカー

ごとにその様相はさまざまと考えられるが、

少なくとも、特定の産業(品目)のみで、効

率的な「中継地混戦j型の輸送を実現するこ

とは容易ではないことは明らかである。その

点、 4牽でみたように、物流事業者が、独自

の荷王開拓のなかで、他の産業の貨物を受託

し、ダブノレ連結トラックの効率的な運行を実

現する可能性はある。すなわち、ダブノレ連結

トラックを用いた自動車部品輸送における幹

線輸送の効率化を図るには、荷主のみで運行

ネットワークを構築するのではなく、他産業

の貨物の混載にも強みを発揮しうる物流事業

者との連携が重要だと考える。

5_2 今後の課題

本研究における今後の課題としては、主に次の

4点が挙げられる。第 lが、自動車部品輸送にお

けるグ‘プノレ連結トラックの適用に関する検討の

深化である。本研究は、ダフ勺レ連結トラックを用

いた自動車部品輸送の効率化が可能でわること

は示し得たものの、その水準、範囲に関する検討

には至らなかった。この点について、部品メーカ

ーと自動車メーカーの立地や荷量をふまえた、さ

らなる検討が必要である。第2が、他産業におけ
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るダブル連結トラックの導入事例の検討である。

第3が、幹線輸送に関する他の効率化施策、すな

わち、鉄道や船舶によるそーダルシフトと、ダブ

Jレ連結トラシクの比較である。第4が、 SA.PA 

の混雑対策や中継施設の設置、一般的制F尉直の見

直しゃ特車許可の申請環境の改善など、政府が取

り組むべき課題の整理、考察である。

このほかにも、ダブル連結トラ"yク以外の車両

の大型化の検討、自動運転技術などの進展がダブ

ル連結トラックの適用可能性にもたらす影響に

関する検討なども必要と考える。これらについて

も、今後取り組むこととしたい。
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